
世界半導体関連フォーカスファンド
追加型投信／内外／株式

設定来の基準価額の推移

■設定来の基準価額の推移

• 基準価額は1万口当たり、信託報酬控除後です。当
ファンドの実質的な信託報酬は、投資対象ファンド
の信託報酬を間接的にご負担いただくことになり
ますので、作成基準日現在、純資産総額に年率
1.948%程度を乗じて得た額となります。

• 分配金再投資基準価額は、分配金（税引前）を分配
時に再投資したものとみなして計算したものです。

• グラフは過去の実績であり､将来の成果を示唆ま
たは保証するものではありません。

■騰落率

• 騰落率は、1ヵ月前、3ヵ月前、6ヵ月前、1年前、3
年前の各月の月末および設定日との比較です。

• 分配金再投資基準価額の設定来騰落率は、1万口
当たりの当初設定元本との比較です。

• 参考指数は、MSCI オール・カントリー・ワールド・
インデックス （配当込み）〔円換算後〕です。

• 参考指数の騰落率は、Bloombergのデータを基
にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが算出しておりま
す。

• 参考指数は、当該日前営業日の現地終値に為替
レート（対顧客電信売買相場の当日（東京）の仲値）
を乗じて算出しております。

• MSCI指数はMSCI Inc.が算出している指数で
す。同指数に関する著作権、知的財産権その他一
切の権利はMSCI Inc.に帰属します。またMSCI
Inc.は、同指数の内容を変更する権利および公表
を停止する権利を有しています。

■最近5期の分配金の推移

• 分配金は1万口当たり、税引前です。運用状況等に
よっては分配金額が変わる場合、或いは分配金が
支払われない場合があります。

■ポートフォリオ構成比率

• 構成比率は小数点第2位を四捨五入しているため、
合計が100%にならない場合があります。

◆騰落率

◆ポートフォリオ構成比率 ◆最近5期の分配金の推移

◆ 基準価額 （1万口当たり)

◆ 純資産総額

（前月比）

ファンドの運用実績

（前月比）

(円) (億円)

(年/月/日)

販売用資料
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当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

14,719円

1,630.1億円

+198.7億円 （+13.9％）

+828円 （+6.0％）
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設定来3年前1年前6ヵ月前3ヵ月前1ヵ月前

47.19%－－32.10%11.35%5.96%分配金再投資基準価額

31.18%－－26.67%9.87%5.91%参考指数

98.5%
Next Generation 
Semiconductor Fund
（円建て、ヘッジなしクラス）

0.2%日本マネー・マザーファンド
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Next Generation Semiconductor Fund(円建て、ヘッジなしクラス)の状況（1）

※各比率は、「Next Generation Semiconductor Fund（円建て、ヘッジなしクラス）」の純資産総額に対する比率です。
※各比率は小数点第2位を四捨五入しています。
※ニューバーガー・バーマンのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが作成しております。

◆ 国・地域別組入比率（上位10） ◆ 通貨別組入比率（上位10）

◆ 業種別組入比率（上位10） ◆ 企業規模（株式時価総額）別構成比率

※株式時価総額の区分は、本資料独自のものであり、将来変更される場合が
あります。

販売用資料

月次運用レポート

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。
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比率国・地域

60.6%アメリカ1

8.7%日本2

8.5%オランダ3

5.4%台湾4

4.5%韓国5

1.3%香港6

1.2%ドイツ7

1.2%イスラエル8

0.6%イギリス9

0.4%フランス10

比率通貨

72.7%米ドル1

8.7%日本円2

4.9%ユーロ3

4.5%韓国ウォン4

1.7%台湾ドル5

－－6

－－7

－－8

－－9

－－10

比率業種

90.1%情報技術1

1.0%素材2

0.8%ヘルスケア3

0.5%一般消費財・サービス4

－－5

－－6

－－7

－－8

－－9

－－10

比率企業規模

76.5%大型株 （200億米ドル以上）

9.4%中型株 （50-200億米ドル）

6.6%小型株 （50億米ドル以下）
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Next Generation Semiconductor Fund(円建て、ヘッジなしクラス)の状況（2）

◆ 組入上位10銘柄

※各比率は、「Next Generation Semiconductor Fund（円建て、ヘッジなしクラス）」の純資産総額に対する比率です。
※各比率は小数点第2位を四捨五入しています。
※各銘柄の騰落率は1ヵ月前、6ヵ月前、5年前の各月の月末との比較。すべて配当込み、円換算ベースにて算出。小数点第2位を四捨五入しています。
※ニューバーガー・バーマンのデータおよびBloombergのデータを基にＳＢＩ岡三アセットマネジメントが作成しております。

販売用資料

月次運用レポート

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。
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（組入銘柄数 ： ６4）

騰落率
比率国・地域業種銘柄名

5年6ヵ月1ヵ月

+4412.2% +184.9% +15.3% 6.5%アメリカ情報技術エヌビディア1

GPU（画像処理半導体）に強みを有する米国の半導体メーカー。生成AI(人工知能)やクラウドサービス需要拡大から恩恵を受ける。

+543.6% +76.9% +21.0% 3.7%台湾情報技術台湾セミコンダクター（TSMC）2

台湾の半導体受託製造専業企業。スマートフォンやデータセンター向け最先端半導体の受託製造に強み。

+871.1% +65.5% +24.1% 3.6%アメリカ情報技術ブロードコム3

米国の半導体メーカー。M&Aにより成長し、通信向け半導体、電子機器、インフラ向けソフトウェアなど様々な製品ラインナップを提
供。

+231.1% +32.4% +0.0% 3.4%アメリカ情報技術アナログ・デバイセズ4

米国のアナログおよびデジタル信号処理用集積回路（IC)の設計、製造、販売会社。通信、コンピューター、航空宇宙、自動車等に使用
される。

+417.5% +76.2% +7.7% 3.1%アメリカ情報技術マイクロン･テクノロジー5

DRAMやNANDといったメモリに強みを有する米国の半導体メーカー。生成AI向けの高性能メモリなども手掛ける。

+351.7% +78.1% +28.4% 2.6%韓国情報技術ＳＫハイニックス6

韓国のメモリメーカー。DRAM、NANDフラッシュメモリ、SRAMチップなどを製造。

+548.0% +29.0% +10.0% 2.4%アメリカ情報技術ケイデンス･デザイン･システムズ7

EDAツール（半導体設計を自動化)を提供する米国のソフトウェア企業。IPコア(半導体回路設計資産)のライセンス事業も手掛ける。

+344.7% +34.9% +1.6% 2.4%オランダ情報技術NXPセミコンダクターズ8

オランダの半導体メーカー。自動車、産業IoT、モバイル、通信インフラなど幅広い市場向けにアナログ/パワー半導体を提供。

+1752.8% +68.3% +12.4% 2.3%オランダ情報技術ASMインターナショナル9

オランダの半導体製造装置メーカー。半導体ウエハー上に回路の素材となる膜を形成する成膜装置に強みを有する。

+666.6% +54.9% +9.0% 2.3%オランダ情報技術ASMLホールディング10

オランダの半導体製造装置メーカー。最先端の半導体製造に不可欠なEUV（極端紫外線）露光装置で独占的なポジション。



ファンドマネージャーのコメント

※当ファンドが高位に組入れております「Next Generation Semiconductor Fund（円建て、ヘッジなしクラス）」のファンドマネージャーコメントを基に作成しています。

◆ 投資環境 ◆ 今後の運用方針

◆ 運用経過

※今後の運用方針等は、将来の市場環境の変動等により変更される場合があります。 また、市場環境等についての評価、分析等は、将来の運用成果を
保証するものではありません。

販売用資料

月次運用レポート

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

202４年6月28日現在
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6月のグローバル株式市場は上昇しました。米国の経

済指標が鈍化したことや、欧州中央銀行（ECB）が利下

げを実施したことなどから、金融引き締め懸念が後退し

たことが追い風となりました。前月末に著名なAI（人工

知能）スタートアップ企業が大型の資金調達に成功した

ことや、当月に米テクノロジー大手アップルが年次の開

発者会議で生成AIの本格活用を発表するなど、AI普及

加速を印象付ける材料が相次ぎました。こうした中、月

中にAI向け半導体大手エヌビディアが初めて時価総額

で世界1位となり、世界的な株高を支えるハイテク株の

勢いを象徴する動きとなりました。また、月末には11月

の米大統領選挙に向けた1回目のテレビ討論会が行わ

れ、現職の民主党バイデン大統領が精彩を欠いたと報じ

られました。

当月も引き続き、半導体産業の中長期的な拡大から

業績面で恩恵を受けることが期待できる銘柄に積極的

な投資を実施しました。

当月の基準価額は5.96％の上昇となりました。個別

銘柄では、GPU（画像処理半導体）に強みを持つ米国の

エヌビディア（情報技術）が上昇し、プラスに寄与しまし

た。生成AI関連需要を背景に、業績拡大期待が高まっ

たことが追い風となりました。また、通信向け半導体、電

子機器、ソフトウェアなど様々な製品ラインナップを提

供する米国のブロードコム（情報技術）も上昇し、プラス

に寄与しました。データセンターのコンピューティングや

ネットワークで使用される様々な部品売上が好調となり、

市場予想を上回る業績見通しを発表したことが好感さ

れました。

11月の米大統領選挙に向けた1回目のテレビ討論会

を終え、共和党トランプ前大統領が優勢との見方が強

まっています。両候補が掲げる政策アジェンダの実現可

能性を占う上では議会選挙の結果が重要ですが、仮に

トランプ候補が勝利する場合、議会選挙においても共和

党が優勢となる可能性があります。今回、改選対象議席

の状況から上院は共和党優勢と見られており、全議席

が改選対象となる下院は歴史的に大統領選挙と党勢が

リンクしやすい傾向があるためです。仮に共和党が大統

領と上下両院の多数派を占める「トリプル・レッド」を勝

ち取った場合、トランプ氏が掲げる政策を実現しやすく

なり、株式市場の変動性が高まる可能性があります。一

方で、足元では米国経済の鈍化を示す経済指標が相次

いでおり、個人消費の減速を示唆する兆候が出始めて

います。コロナ禍で個人が貯め込んだ「過剰貯蓄」による

消費下支え効果が一巡したとの見方もあり、こうした状

況はインフレ再加速への懸念を後退させ、利下げ期待を

高める効果があると考えます。今後、米国では選挙関連

のイベントが続くことから、選挙結果を見据えて一喜一

憂する展開が継続すると見ています。

この様な環境下において、投資チームは、半導体関連

企業は中長期的な成長余地が大きく、魅力的な投資機

会を提供していると考えています。新しい技術への半導

体の活用と、それに向けた半導体の量産は、当ファンド

が保有する半導体関連企業の業績にとって追い風にな

るものと考えます。

引き続き、徹底したボトムアップ・リサーチを通じて、

半導体産業の拡大に伴い業績成長が期待できる企業を

選定し、バリュエーションにも注意を払った運用を実施

して参ります。



ご参考

◆ 半導体世界売上高の推移

(億米ドル) (%)

(年/月)

◆ 半導体関連トピックス

※上記は、個別銘柄の推奨を目的として示したものではなく、当該銘柄の株価の上昇および投資先ファンドへの組入れを保証するものではありません。
また、組入銘柄すべてのニュースを網羅しているわけではありません。巻末の＜ご注意＞をご確認ください。

（出所）各種報道等

（出所）Bloombergのデータを基にSBI岡三アセットマネジメント作成

販売用資料
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当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 5

（1994年5月～2024年5月、月次）

世界半導体市場規模は2024年、前年比16%増に

エヌビディア、一時世界最大の時価総額に

（２０２４年6月4日）

（２０２４年6月18日）

WSTS（世界半導体市場統計）は、2024年の世界半導体市場規模が2023年に比べ16.0％増の6112

億3100万米ドル(約98兆円)となると予測した。AI関連の需要急拡大が牽引することを見込んでいる。

また、2025年については、AI関連の需要に加え、環境対応や自動化といった領域で、半導体需要の継続

的な拡大を見込んでおり、前年比12.5％増の6873億8000万米ドル(約110兆円)と予測している。

6月18日の米株式市場で半導体大手エヌビディアの株価が時価総額で一時世界最大の企業となった。同

社の時価総額は約3兆3000億ドル（約530兆円）に達した。時価総額首位の座はエヌビディア、マイクロソフ

ト、アップルの三つ巴の展開に。この動きは、AI時代の新たな基盤企業が投資家にとって最大の注目を集め

ていることを浮き彫りにした。

エヌビディアはＡＩ向け半導体市場で80％超のシェアを握り、需要が供給を上回る状況となっている。

202４年6月28日現在
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月次運用レポート

ファンドの特色（1）

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 6



販売用資料

月次運用レポート

ファンドの特色（２）

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 7



販売用資料

月次運用レポート

投資リスク（１）

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 8



販売用資料

月次運用レポート

投資リスク（２）

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 9



販売用資料

月次運用レポート

お申込みメモ（１）

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 10



販売用資料

月次運用レポート

お申込みメモ（２）

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 11



販売用資料

月次運用レポート

ファンドの費用

ＳＢＩ岡三アセットマネジメント株式会社 （ファンドの運用の指図を行います。）委 託 会 社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第370号
加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

三菱UFJ信託銀行株式会社 （ファンドの財産の保管及び管理を行います。）受 託 会 社

委託会社および関係法人の概況

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。 12



受益権の募集の取扱い、投資信託説明書（交付目論見書）、投資信託説明書（請求目論見書）及び運用報告書の交付の取扱い、解約
請求の受付、買取請求の受付・実行、収益分配金、償還金及び解約金の支払事務等を行います。なお、販売会社には取次販売会社が
含まれる場合があります。

販売用資料

月次運用レポート

販売会社について

当レポートは14枚組です。最終ページの「ご注意」を必ずご覧ください。

加入協会

登録番号商号
一般社団法人

第二種金融商品
取引業協会

一般社団法人
金融先物

取引業協会

一般社団法人
日本投資

顧問業協会

日本証券業
協会

（金融商品取引業者）

○○○○関東財務局長（金商）第53号岡三証券株式会社

○関東財務局長（金商）第169号岡三にいがた証券株式会社

○○○近畿財務局長（金商）第15号岩井コスモ証券株式会社

○○○関東財務局長（金商）第44号株式会社ＳＢＩ証券

○○福岡財務支局長（金商）第5号ＦＦＧ証券株式会社

○四国財務局長（金商）第3号香川証券株式会社

○東海財務局長（金商）第22号三縁証券株式会社

○東海財務局長（金商）第8号静岡東海証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第170号株式会社証券ジャパン

○九州財務局長（金商）第1号大熊本証券株式会社

○中国財務局長（金商）第6号中銀証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第121号東洋証券株式会社

○近畿財務局長（金商）第25号南都まほろば証券株式会社

○北陸財務局長（金商）第12号益茂証券株式会社

○○関東財務局長（金商）第181号水戸証券株式会社

○○○○関東財務局長（金商）第195号楽天証券株式会社

○四国財務局長（金商）第2号愛媛証券株式会社

○○東海財務局長（金商）第18号野畑証券株式会社

（登録金融機関）

○○福岡財務支局長（登金）第117号株式会社北九州銀行

○九州財務局長（登金）第6号株式会社熊本銀行

○福岡財務支局長（登金）第3号株式会社十八親和銀行

○○中国財務局長（登金）第2号株式会社中国銀行

○中国財務局長（登金）第11号株式会社トマト銀行

○○福岡財務支局長（登金）第7号株式会社福岡銀行

○東北財務局長（登金）第18号株式会社福島銀行

○○中国財務局長（登金）第12号株式会社もみじ銀行

○○中国財務局長（登金）第6号株式会社山口銀行

○関東財務局長（登金）第41号株式会社山梨中央銀行

※岡三証券株式会社は、一般社団法人日本暗号資産取引業協会にも加入しております。
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販売用資料

月次運用レポート

<ご注意>

• 本資料はSBI岡三アセットマネジメント株式会社が作成した販売用資料です。購入の申込みに当たっては、投資信託説明書（交付目論見書）をお渡しし
ますので必ず内容をご確認のうえ、投資判断はお客様ご自身で行っていただきますようお願いします。投資信託説明書（交付目論見書）の交付場所に
つきましては「販売会社について」でご確認ください。

• 本資料中の運用実績等に関するグラフ・数値等はあくまでも過去の実績であり、将来の運用成果を示唆あるいは保証するものではありません。また、
税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆様の実質的な投資成果を示すものではありません。

• 本資料の内容は作成基準日のものであり、将来予告なく変更されることがあります。また、市況の変動等により、方針通りの運用が行われない場合も
あります。

• 本資料は当社が信頼できると判断した情報を基に作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するものではありません。
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